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研究要旨 

 

１）がん登録、特定検診情報、国勢調査情報から得られるがん情報、生活習慣情報、社会経済的指

標などを活用し、地理的に情報をつなぎ最新の情報解析手法を用いたアプローチにより、がん予防対

策の策定や評価、がんリスク予測、予防介入の効果予測できる仕組みを構築する。本年度は、生活習慣

とがん死亡に関する指標化、視覚化を行った。 
２）新規治療の導入が医療にどのように影響を与えたか、住民ベースのがん登録情報を用いて、生存率の
経年変化を観察することにより評価した。非小細胞肺癌患者の生存率は1993年から2001年にかけて徐々に
改善していった。この改善は、扁平上皮がんよりも腺癌において顕著で、2000年以降に導入された腺癌に
対する分子標的薬による可能性が示唆された。 

                                                                                       
 
Ａ．研究目的 

１）がん登録情報と様々な地理統計とのデータリン

ケージによる地域相関研究 

高齢化社会を迎え 2人に 1人ががんに罹る時代、が

ん罹患リスクを下げる一次予防、がん死亡リスクを

下げるための二次予防も重要となってくる。がん登

録情報、生活習慣情報、社会経済的情報、医療情報

などの保健医療情報を活用し、最新の情報解析手法

を用いたアプローチは、がん予防対策の策定や評価、

がんリスク予測、予防介入の効果予測に有用である。 

 本研究は、住民ベースのがん登録情報やその他の

保健医療情報などを地理的に連結することによりが

ん罹患・死亡リスク予測モデルを構築し、生活習慣

やがん検診受診率の改善や医療アクセス、シミュレ

ーションによる医療レベルの改善の影響の将来予測、

介入の効果予測、がん予防施策の効果的な実施、費

用対効果の見直しなどに資する仕組みを構築するこ

とを目的とする。 

 

２）新規治療薬が予後に与える影響について（非小

細胞肺癌生存率の年次推移） 

 EGFR遺伝子変異を示す非小細胞肺癌に対する初の

分子標的薬が 2002年に承認されたが、肺癌診療ガイ

ドラインで分子標的薬の有効性が認められるまで、

また、EGFR遺伝子変異測定が一般病院へ普及するま

でに時間を要したため、承認後、本治療の対象は一

部に限られていた可能性がある。本研究では、住民

ベースのがん罹患情報を用いた生存解析により、分

子標的薬治療の普及やその効果を明らかにする。 

  

Ｂ．研究方法 

１）がん登録情報と様々な地理統計とのデータリン

ケージによる地域相関研究 

本年度は、下記について実施した。 

①公的情報提利用申出と情報の入手について記述す

る。 

②情報の指標化 

 本年度に情報を入手できた愛知県の人口動態死亡

情報を用いて、以下のとおり指標化した。指標化の

地理的単位は小学校区とした。公表あるいは情報提

供される情報は、小学校区より詳細な町字あるいは

町域の情報であるため、町域ポリゴンと、小学校区

ポリゴンを用い、面積按分法を用いて小学校区別数

を推計した。 

 がん死亡：愛知県全体の5才階級別がん死亡数と人

口を用い、学校区別がん死亡数と5才階級別人口を用

いて、小学校区別標準化死亡比を算出した。経験的

ベイズ推定により平滑化も行った。 

  

③指標の視覚化 

 小学校区のShapeファイルを用い、Geographical 

Information systemを用いて、視覚化を行った。 

 

本研究は、主に愛知県がんセンター重点プロジェク

トとして取り組んでいる課題である。 

 

２）新規治療薬が予後に与える影響について（非小

細胞肺癌生存率の年次推移） 

 全国がん罹患モニタリング集計プロジェクトに提

供された 7府県の地域がん登録情報のうち、1993年

から 2011 年に非小細胞肺癌と診断された患者の情

報を利用した。診断年により患者を 4 群（期間 1：

1993-1997、2：1998-2001、3：2002-2006、4：2007-2011）

に分類し、期間別、組織型別の 5 年相対生存率を算

出した。次に、過剰ハザードモデルを用いて、性別、



診断時年齢、進展度、組織型を調整し、期間と予後

との関連を過剰死亡ハザード比で推定した。 

 

（倫理面への配慮） 

 いずれの研究のでも、解析のために提供を受ける

がん情報やその他の情報は匿名化情報であり、個人

を特定できないため、倫理面への配慮は必要ない。

しかし、１）については患者の詳細な住所地情報を

扱うため、匿名化情報であっても、個人を特定でき

る可能性も考え、愛知県がんセンター倫理審査委員

会の承認を得た上で、情報提供を受けた。 

 

Ｃ．研究結果 

１）がん登録情報と様々な地理統計とのデータリン

ケージによる地域相関研究 

 A.  人口動態調査死亡票ならびに死亡個票情報

について 

 市町村別死因別性別死亡数は、政府統計 E-Stat

（https://www.e-stat.go.jp/）より入手した。市町

村レベルより詳細な死亡者住所地情報については、

人口動態調査の目的外利用申出により、厚生労働省

より情報提供を受けた。学校区別の標準化死亡比を

算出し、地図上に視覚化した。下図はその一例で、

学校区別の男女計胃がんの経験的ベイス推定による

標準化死亡比である。（調査票情報の提供を受け、

独自に作成・加工した。） 

 

 
 

B. 匿名化特定健診情報 

 特定健診情報は、昨年度 7月情報提供申出を行い、

9 月に審査、10 月に承認され、本年度 4 月に情報提

供を受けた。学校区別の標準化罹患比を算出した。

視覚化については、匿名特定健診情報についての最

小集計単位は 2 次医療圏または市町村と定められて

いるため、視覚化は市町村別に行った。 

  

２）新規治療薬が予後に与える影響について（非小

細胞肺癌生存率の年次推移） 

 解析対象となった非小細胞肺癌患者は 128,247

人であった。各期間の 5 年相対生存率は、期間 1 か

ら 4の順に、24.2%、29.0%、32.6%、37.7%であった。

各組織型の 5年相対生存率は、扁平上皮癌では 24.1%、

23.9%、24.6%、27.2%、腺癌では 25.8%、33.2%、38.5%、

45.0%であった。共変量を調整したところ、期間 1に

対する過剰死亡ハザード比は、期間 2から 4の順に、

0.93（95% 信頼区間：0.91-0.95）、0.78（0.77-0.80）、

0.67（0.66-0.69）であった。扁平上皮癌では、期間

1 に対する過剰死亡ハザード比は、それぞれ、1.02

（0.98-1.06）、0.92（0.89-0.96）、0.82（0.79-0.85）

であり、腺癌では、 0.87（ 0.85-0.90）、 0.71

（0.69-0.73）、0.59（0.58-0.61）であり、予後に対

する期間の効果は両組織で異なっていた(p =4.46×

10-55 )。 

 

Ｄ．考察 

１）がん登録情報と様々な地理統計とのデータリン

ケージによる地域相関研究 

本年度入手できた人口動態調査死亡情報と特定健

診情報について、指標化、視覚化を行った。昨年度

と本年度に情報提供を受けた愛知県がん登録情報、

がん死亡情報、生活習慣情報を含む匿名化特定健診

情報については、都道府県あるいは厚生労働省に情

報利用申出をし、審査を受けた上で提供を受けるこ

とができる。提供を受けた情報には詳細な住所情報

が含まれるため、個人識別性が高まる可能性が高く、

厳格な安全管理措置が要求される。情報提供を受け

るにあたっては、組織的、物理的、技術的、人的安

全管理措置について十分に準備する必要があると考

える。 

 昨年度は町域レベルで指標化、視覚化を行ったが、

本研究成果をがん対策の現場に還元する上で、保健

指導単位である小学校区であることを考慮し、本年

度は学校区単位の指標化、視覚化を行った。昨年度

町域レベルで指標化、視覚化した標準化罹患比や剥

奪指標などは、学校区レベルに算出し直して、視覚

化を行った。子運後は指標化した情報を用いて、時

空間関連解析を実施しする予定である。 

 

２）非小細胞肺癌生存率の推移について 

 非小細胞肺癌の予後は、最初の分子標的薬の臨床

試験が開始された 1998年-2001年の期間から向上し

始め、承認された 2002年以降、段階的に改善してい

た。臨床試験は大学病院やがん専門病院等一部の医

療機関でのみ実施されていること、最初の分子標的

薬の導入後に重大な副作用が問題となったこと、分

子標的薬による治療や EGFR 遺伝子検査が一般病院

に普及するまでに時間を要したことから治療が限定

的であったことが関係している可能性が示唆される。

また、扁平上皮癌と比較して腺癌において生存率の

https://www.e-stat.go.jp/


改善が大きかった。非小細胞肺癌に対する最初の分

子標的薬ゲフィニチブは EGFR 遺伝子変異陽性者に

著効するが、EGFR遺伝子変異陽性者には腺癌患者が

多いことに起因するものと考えられた。 

E．結論 

地域がん登録情報と公的な社会経済的指標や保健医

療情報と地理的に連結した研究の進捗を報告した。 

また、地域がん登録情報を用いて非小細胞肺癌生存

率の推移を評価し、新規治療導入による効果につい

て考察した。 

Ｆ．健康危険情報 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

１）Changing trend in mortality rate of multiple 

myeloma after introduction of novel agents: A 

population‐based study. Usui Y, Ito H, Koyanagi 

Y, Shibata A, Matsuda T, Katanoda K, Maeda Y, 

Matsuo K. Int J Cancer. 2020;147(11): 3102-3109. 

２．学会発表 

1) 治療の進歩に伴う非小細胞肺癌の予後の変化の

推定：住民ベースのがん登録情報を用いた記述

疫学研究. 谷山祐香里、尾瀬功、小栁友理子、

伊藤ゆり、松田智大、松尾恵太郎、伊藤秀美. （口

演、第 31回日本疫学会学術集会、2021.1.28、

佐賀（オンライン））

2) がん罹患と社会経済格差：愛知県がん登録デー

タを用いて. 川勝雪乃、小栁友理子、大谷隆浩、

谷山祐香里、尾瀬功、松尾恵太郎、高橋邦彦、

山口類、伊藤秀美.（ポスター発表、第 79回日

本癌学会学術集会、2020.10.1-3、 広島（オン

ライン））

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

特記すべきことなし 





 



 



  



 



 



 



 
 


